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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　５．８－８．６のｐＨを有する中性現像液を用いて平版印刷版原版を現像する平版印刷
版原版の現像処理方法であって、
　前記平版印刷版原版は、熱可塑性粒子及び光熱変換物質を含む画像形成層、又は不飽和
二重結合を有する物質、ポリ（アルキレンオキサイド）単位を側鎖に有するグラフトポリ
マー及び光熱変換物質を含む画像形成層を有しており、
　前記中性現像液に超音波及び／又は電流を付与することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記現像前に、前記平版印刷版原版を５．８－８．６のｐＨを有する中性前処理液を用
いて処理する前処理工程を含み、
前記中性現像液及び／又は前記中性前処理液に超音波及び／又は電流を付与することを特
徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記現像が印刷機上で行われることを特徴とする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の平版印刷版原版の現像処理装置であって、
　５．８－８．６のｐＨを有する中性現像液を平版印刷版原版に適用する現像槽と、
前記中性現像液に超音波及び／又は電流を付与する現像促進手段と、
　前記平版印刷版原版の非画像部を除去する除去手段と、
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を備え、
　５．８－８．６のｐＨの中性前処理液を現像前の平版印刷版原版に適用する前処理槽を
更に備え、
　前記現像促進手段が前記中性現像液及び／又は前記中性前処理液に超音波及び／又は電
流を付与することを特徴とする、現像処理装置。
【請求項５】
　前記除去手段がブラシローラ及び／又はモルトンローラであることを特徴とする、請求
項４に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、平版印刷版原版の現像処理方法及び装置に関し、特に、中性の現像液を使用
して現像するタイプの平版印刷版原版の現像方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、コンピュータ画像処理技術の進歩に伴い、デジタル信号に対応した光照射により
感光層に画像を直接書き込む方法が開発されており、当該方法を平版印刷版原版に利用し
、銀塩マスクフィルムへの出力を行わずに、直接、感光性平版印刷版に画像を形成するコ
ンピュータ・トゥ・プレート（ＣＴＰ）システムが注目されている。光照射の光源として
、近赤外または赤外領域に最大強度を有する高出力レーザーを用いるＣＴＰシステムは、
短時間の露光で高解像度の画像が得られること、そのシステムに用いる感光性平版印刷版
が明室での取り扱いが可能であること、などの利点を有している。特に、波長７６０ｎｍ
～１２００ｎｍの赤外線を放射する固体レーザーおよび半導体レーザーは、高出力かつ小
型のものが容易に入手できるようになってきている。
【０００３】
　ＣＴＰシステム用平版印刷版原版として、近年、熱可塑性樹脂等の熱可塑性物質および
光熱変換物質を含む感光層を基板上に備え、赤外線レーザーによる露光時に光熱変換物質
がレーザー光を熱に変換し、熱可塑性物質が熱融着して画像が形成されるタイプのものが
提案されている（特許文献１参照）。
【０００４】
　また、この他に、不飽和二重結合を有する重合性物質および光熱変換物質を含む感光層
を基板上に備え、赤外線レーザーによる露光時に光熱変換物質がレーザー光を熱に変換し
、重合性物質が架橋反応を起こして画像が形成されるタイプのものも提案されている（特
許文献２参照）。
【０００５】
　このようなタイプの平版印刷版原版では露光部が画像となるので、非露光部を除去する
現像処理が必要であるが、強アルカリ性現像液を使用する従来のＰＳ版とは異なり、中性
の現像液を用いて現像を行うことが可能である。
【０００６】
　しかしながら、強アルカリ性現像液を使用する場合と異なり、中性の現像液を使用する
場合には、必ずしも感光層の非画像部を良好に除去できるとは限らず、場合によっては非
画像部が基板表面に残存し、そこにインクが付着して非画像部の汚れの原因となるなどの
問題があった。
【０００７】
　このため、中性の現像液を使用して平版印刷版原版を現像する場合であっても、感光層
の非画像部を良好に除去可能な現像方式が求められていた。
【特許文献１】特開平９－１３１８５０号公報
【特許文献２】特開２００２－７９７７２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００８】
　本発明は、中性の現像液を使用して平版印刷版原版を現像する場合であっても、感光層
の非画像部を良好に除去することが可能であり、したがって、非画像部における汚れの発
生を回避しうる平版印刷版原版の現像方式を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の目的は、５．８－８．６のｐＨを有する中性現像液を用いて平版印刷版原版を
現像するにあたり、前記中性現像液に超音波及び／又は電流を付与することにより達成さ
れる。
【００１０】
　本発明では、前記現像前に、前記平版印刷版原版を５．８－８．６のｐＨを有する中性
の前処理液にて処理する前処理工程を含んでもよく、この場合は、前記中性現像液と前記
中性前処理液との両方、或いは、どちらか一方に超音波及び／又は電流を付与することが
できる。前記現像は印刷機上で行われてもよい。
【００１１】
　本発明の現像方式は、５．８－８．６のｐＨを有する中性現像液を平版印刷版原版に適
用する現像槽と、前記中性現像液に超音波及び／又は電流を付与する現像促進手段と、前
記平版印刷版原版の非画像部を除去する除去手段とを備える平版印刷版原版の現像処理装
置により好適に実施することができる。前記除去手段はブラシローラ及び／又はモルトン
ローラが好ましい。
【００１２】
　前記現像装置は、５．８－８．６のｐＨの中性の前処理液を現像前の平版印刷版原版に
適用する前処理槽を更に備えてもよく、前記現像促進手段は前記中性現像液と前記中性前
処理液との両方、或いは、どちらか一方に超音波及び／又は電流を付与することができる
。
【００１３】
　本発明の現像方式は、熱可塑性物質の熱融着、または、不飽和二重結合を有する物質の
熱架橋反応により画像形成を行うタイプの平版印刷版原版に好適に使用可能である。不飽
和二重結合を有する物質の熱架橋反応により画像形成を行うタイプの平版印刷版原版の画
像形成層は更にポリ（アルキレンオキサイド）単位を側鎖に有するグラフトポリマーを含
むことが好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、中性の現像液を使用しても非画像部における汚れの発生のない、デジ
タル信号に基づいた露光による直接製版可能な平版印刷版原版を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の平版印刷版原版の現像処理方式は、中性の現像液を使用して平版印刷版原版を
現像するにあたり当該現像液に超音波及び／又は電流を付与するか、或いは／更に、現像
前の平版印刷版原版を超音波及び／又は電流を付与した中性の前処理液中にて前処理する
ことを主な特徴とする。以下、本発明の現像方式について詳細に説明する。
【００１６】
＜現像液＞
　本発明において使用される現像液は中性であり、５．８－８．６のｐＨを有する。これ
により、平版印刷版原版の画像形成層（感光層）の非画像部が除去される。また、この範
囲のｐＨを維持することにより、廃液処理工程のうち複雑なｐＨ調整工程を簡略化するこ
とができる。現像液のｐＨ値としては、外部環境への影響の点では、６．０－８．０が好
ましく、６．５－７．５がより好ましく、６．８－７．２が更に好ましく、６．９－７．
１が特に好ましい。
【００１７】
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　現像液の媒体としては水性媒体が好ましく、水、並びに、水と有機溶媒との混合物が使
用可能である。前記有機溶媒としては、例えば、メチルアルコール、エチルアルコール、
プロピルアルコール、１－フェニルエタノール、２－フェニルエタノール、３－フェニル
－１－プロパノール、４－フェニル－１－ブタノール、４－フェニル－２－ブタノール、
２－フェニル－１－ブタノール、２－フェノキシエタノール、２－ベンジルオキシエタノ
ール、ｏ－メトキシベンジルアルコール、ｍ－メトキシベンジルアルコール、ｐ－メトキ
シベンジルアルコール、ベンジルアルコール、シクロヘキサノール、２－メチルシクロヘ
キサノール、３－メチルシクロヘキサノールおよび４－メチルシクロヘキサノール、Ｎ－
フェニルエタノールアミンおよびＮ－フェニルジエタノールアミンなどを挙げることがで
きる。有機溶媒の含有量は現像液の総質量に対して０．１～５質量％が好適である。前記
水性媒体としては、特に水が好ましく、通常の水道水又は工業用水が好適である。
【００１８】
　現像液には、界面活性剤を含むことができる。界面活性剤としては、アニオン性、カチ
オン性、ノニオン性及び両性界面活性剤が挙げられるが、特に、ノニオン性界面活性剤が
好ましい。ノニオン性界面活性剤の種類には特に制限はなく、従来公知のものであればい
ずれも用いることができ、例えば、ポリオキシアルキレン変性シリコーン類、ポリオキシ
エチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル類、ポリオ
キシエチレンポリスチリルフェニルエーテル類、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレ
ンアルキルエーテル類、グリセリン脂肪酸部分エステル類、ソルビタン脂肪酸部分エステ
ル類、ペンタエリスリトール脂肪酸部分エステル類、プロピレングリコールモノ脂肪酸エ
ステル類、しょ糖脂肪酸部分エステル類、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸部分エス
テル類、ポリオキシエチレンソルビトール脂肪酸部分エステル類、ポリエチレングリコー
ル脂肪酸エステル類、ポリグリセリン脂肪酸部分エステル類、ポリオキシエチレン化ひま
し油類、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸部分エステル類、脂肪酸ジエタノールアミ
ド類、Ｎ ， Ｎ － ビス－ ２ － ヒドロキシアルキルアミン類、ポリオキシエチレンア
ルキルアミン、トリエタノールアミン脂肪酸エステル、トリアルキルアミンオキシド等が
挙げられる。
【００１９】
　界面活性剤の前記現像液に対する添加量は、好ましくは、０．００１～５質量％であり
、より好ましくは、０．０１～３質量％であり、特に好ましくは、０．１～３質量％であ
る。界面活性剤の重量平均分子量は、３００～５０，０００が好ましく、５００～５，０
００が特に好ましい。これらの界面活性剤は単独で用いてもよいが、２種以上を併用して
もよい。
【００２０】
　さらに、本発明においては、所望により、ハイドロキノン、レゾルシン、亜硫酸、亜硫
酸水素酸等の無機酸のナトリウム塩、カリウム塩等の還元剤、現像安定剤、有機カルボン
酸、消泡剤、硬水軟化剤、有機溶剤、キレート剤、更に、公知の防腐剤、着色剤、増粘剤
、消泡剤等をその他の成分として現像液に添加することができる。
【００２１】
　また、現像液として、製版や印刷で一般に使用されている、リンス液、フィニッシング
液、版面保護液（いわゆるガム液）、湿し水などを使用して現像することも可能である。
【００２２】
　現像液には、特に、現像液に電流を付与する場合は、導電度の向上のために、少量の電
解質を添加することが好ましい。電解質の量は、特に制限されるものではないが、典型的
には、現像液の０．０１～５．０質量％であり、０．０５～５．０質量％が好ましく、１
．０～５．０質量％がより好ましく、２．０～５．０質量％が特に好ましい。
【００２３】
　電解質としては、水溶性の中性塩が好適であり、各種の無機中性塩及び有機中性塩が使
用可能である。無機中性塩としては、例えば、塩化ナトリウム、塩化カリウム、硫酸ナト
リウム、硫酸カリウム、硝酸ナトリウム、硝酸カリウムなどの公知のナトリウムまたはカ
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リウムの鉱酸塩が挙げられる。有機中性塩としては、例えば、グルコン酸ナトリウム、ソ
ルビン酸ナトリウム、ソルビン酸カリウム、酢酸ナトリウム、フマル酸ナトリウム、クエ
ン酸ナトリウム、クエン酸カリウム、コハク酸ナトリウム、コハク酸カリウム、ＤＬ－リ
ンゴ酸ナトリウムなどが挙げられる。特に好ましい電解質としては塩化ナトリウム及び／
又は塩化カリウムが挙げられる。
【００２４】
　現像液の温度は、５～９０℃の範囲が好ましく、１０～５０℃の範囲が特に好ましい。
平版印刷版原版への現像液の適用時間は１秒～５分の範囲が好ましい。
【００２５】
＜超音波＞
　本発明の現像方式では、現像液及び／又は後述する前処理液に超音波が付与される。こ
れにより、現像が促進され、非画像部における汚れの発生が回避乃至低減される。超音波
周波数は現像液の種類等により異なるが、１０～１００ｋＨｚが好ましく、２０～４０ｋ
Ｈｚがより好ましい。超音波出力は現像液量等により異なるが、１０～４００Ｗが好まし
く、２０～１００Ｗがより好ましい。
【００２６】
＜電流＞
　本発明の現像方式では、現像液及び／又は後述する前処理液に電流が付与される。これ
により、超音波の場合と同様に、現像が促進され、非画像部における汚れの発生が回避乃
至低減される。電流としては直流が好ましく、現像液の種類・量にもよるが、例えば、１
－１００Ｖ、好ましくは１０－５０Ｖ、並びに、０．１－１０Ａ、好ましくは１．０－５
Ａの範囲の電圧・電流が好適に使用される。
【００２７】
　現像液には超音波又は電流のいずれかが付与されてもよく、両方が同時に付与されても
よい。また、超音波及び電流を現像液に交互に付与してもよい。そして、超音波及び／又
は電流は連続的に付与してもよく、または、間欠的に付与してもよい。なお、後述する前
処理液に超音波及び／又は電流が付与される場合には、現像液に超音波及び／又は電流を
付与しなくてもよい。
【００２８】
＜前処理＞
　本発明では、現像前に必要に応じて前処理を行うことができる。本発明の前処理におい
て使用される前処理液は中性であり、現像液と同様に５．８－８．６のｐＨを有する。こ
の範囲のｐＨを維持することにより、廃液処理工程のうち複雑なｐＨ調整工程を簡略化し
て外部環境下に使用済みの前処理液を排出することができる。前処理液のｐＨ値としては
、現像液と同じく６．０－８．０が好ましく、６．５－７．５がより好ましく、６．８－
７．２が更に好ましく、６．９－７．１が特に好ましい。
【００２９】
　前処理は、平版印刷版原版の表面にオーバーコート層等が形成されている場合に特に好
ましく実施され、前処理液の作用によってオーバーコート層等は洗浄除去される。これに
より、平版印刷版原版の画像形成層の非画像部をより良好に除去することができる。
【００３０】
　前処理液としては、好ましくは水が使用される。水としては、通常の水道水又は工業用
水が好適である。前処理液には、現像液と同様に、有機溶媒、界面活性剤、電解質、還元
剤、現像安定剤、有機カルボン酸、消泡剤、硬水軟化剤、有機溶剤、キレート剤、防腐剤
、着色剤、増粘剤、消泡剤等を添加することができる。前処理液の温度は、５～９０℃の
範囲が好ましく、１０～５０℃の範囲が特に好ましい。平版印刷版原版への前処理液の適
用時間は１秒～５分の範囲が好ましい。
【００３１】
　好ましい前処理の一態様では、スプレーパイプから平版印刷版原版のオーバーコート層
等の表面に水が供給され、水によってオーバーコート層等を膨潤させた後に、ブラシロー
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ラ等によってオーバーコート層がブラッシングにより除去される。なお、前処理の際に平
版印刷版を加熱することにより、オーバーコート層等の除去をより促進することができる
。
【００３２】
　前処理を行う場合は、前処理液と現像液との両方に超音波及び／又は電流を付与するこ
とができ、また、前処理液又は現像液のみに超音波及び／又は電流を付与することができ
る。更に、前処理液に超音波を付与する一方で現像液に電流を付与することも可能であり
、また、前処理液に電流を付与する一方で現像液に超音波を付与することも可能である。
【００３３】
＜現像処理・装置＞
　本発明の現像処理装置は、５．８－８．６のｐＨを有する中性現像液を平版印刷版原版
に適用する現像槽と、前記中性現像液に超音波及び／又は電流を付与する現像促進手段と
、前記平版印刷版原版の非画像部を除去する除去手段とを備える。本発明では、平版印刷
版原版は現像槽において現像液と接触され、非画像部が除去される現像処理を受ける。
【００３４】
（現像槽）
　本発明の現像処理装置の現像槽としては、例えば、現像液を貯留し当該現像液中に平版
印刷版原版を浸漬させるタイプ、平版印刷版原版に現像液をスプレー散布するタイプ等の
既知のものを使用可能であり、特に、現像液の経時変化を防止乃至低減するために、現像
液表面に浮き蓋を設置可能なものが好ましい。
【００３５】
　更に、現像槽は、現像液を撹拌する撹拌手段を備えることが好ましく。前記撹拌手段と
しては、例えば、プロペラ等が挙げられる。このような撹拌手段は、例えば、現像槽底部
に設けられ、両端が現像槽内空間と連通しているＵ字形パイプ中に取り付けられる。この
場合、現像液はＵ字形パイプの一方から吸引され、他方から排出されることにより、現像
槽内を循環する。これにより、現像液は撹拌され、現像特性を均一に維持することができ
る。また、現像槽には平版印刷版原版から除去された非画像部を除去するフィルター手段
が取り付けられることが好ましく、例えば、当該フィルター手段は上記Ｕ字パイプ中に好
適に取り付けられる。
【００３６】
　現像槽には、以下の機構を設けることが好ましい：
（１）現像槽に自動的に現像（原）液を必要量補充する機構
（２）一定量を超える現像液を排出する機構
（３）現像槽に自動的に水を必要量補充する機構
（４）平版印刷版原版を検知する機構
（５）平版印刷版原版の検知をもとに現像処理面積を推定する機構
（６）平版印刷版原版の検知及び／又は現像処理面積の推定をもとに補充現像（原）液及
び／又は水の補充量及び／又は補充タイミングを制御する機構
（７）現像液の温度を制御する機構
（８）現像液のｐＨ及び／又は電導度を検知・制御する機構
（９）現像液のｐＨ及び／又は電導度をもとに補充現像（原）液及び／又は水の補充量及
び／又は補充タイミングを制御する機構
【００３７】
（現像促進手段）
　現像促進手段は、特に限定されるものではなく、ブランソン社製ソニファイアー４５０
Ｄ等の公知の超音波発振器及び／又はメトリクス社製モデル５２２２Ｂ等の公知の通電装
置を使用することができる。
【００３８】
　超音波発信器の設置箇所は現像液及び／又は後述する前処理液に超音波を付与しうる限
りにおいて特に限定されるものではないが、例えば、現像槽及び／又は後述する前処理槽
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の底部に設置することができる。
【００３９】
　通電装置の電極の設置箇所は現像液及び／又は後述する前処理液に電流を付与しうる限
りにおいて特に限定されるものではないが、例えば、一方の電極を現像槽及び／又は後述
する前処理槽の槽内又は浮き蓋に、また、他方の電極を平版印刷版原版の基板に接触させ
ることができる。特に、陰極を平版印刷版の基板に接触することが好ましい。なお、平版
印刷版原版の基板に直接接触することに代えて電極を基板近傍に設置してもよい。また、
後述する除去手段に電極を接続してもよい。
【００４０】
（除去手段）
　平版印刷版原版の非画像部を除去する除去手段は、特に制限されるものではなく、ブラ
シローラ、モルトンローラ、現像液を噴射するノズル等の公知の除去手段を使用すること
が可能であるが、好ましくは、ブラシローラ又はモルトンローラが使用される。
【００４１】
（前処理槽）
　本発明の現像処理装置は、好ましくは、５．８－８．６のｐＨを有する中性媒体を現像
処理前の平版印刷版原版に適用する前処理槽を備える。前処理槽としては、例えば、前処
理液を貯留し当該前処理液中に平版印刷版原版を浸漬させるタイプ、平版印刷版原版に前
処理液をスプレー散布するタイプ等の既知のものを使用可能である。
【００４２】
　現像槽の場合と同様に、前処理槽は前処理液を撹拌する撹拌手段を備えることが好まし
く。前記撹拌手段としては、例えば、プロペラ等が挙げられる。このような撹拌手段は、
例えば、前処理槽底部に設けられ、両端が前処理槽内空間と連通しているＵ字形パイプ中
に取り付けられる。この場合、前処理液はＵ字形パイプの一方から吸引され、他方から排
出されることにより、前処理槽内を循環する。これにより、前処理液は撹拌され、処理特
性を均一に維持することができる。また、前処理槽には平版印刷版原版から除去されたオ
ーバーコート層等を除去するフィルター手段が取り付けられることが好ましく、例えば、
当該フィルター手段は上記Ｕ字パイプ中に好適に取り付けられる。
【００４３】
　前処理槽には、現像槽と同様に、以下の機構を設けることが好ましい：
（１）前処理槽に自動的に前処理液を必要量補充する機構
（２）一定量を超える前処理液を排出する機構
（３）前処理槽に自動的に水を必要量補充する機構
（４）前処理液の温度を制御する機構
（５）前処理液のｐＨ及び／又は電導度を検知・制御する機構
（６）ブラシローラ等の平版印刷版原版のオーバーコート層除去機構
【００４４】
　本発明の現像処理装置が前処理槽を有する場合は、現像槽の場合と同様に、当該前処理
槽に現像促進手段を取り付けることができる。前処理槽に現像促進手段が取り付けられる
場合は、現像槽への現像促進手段の取り付けを省略することができる。
【００４５】
　本発明の現像処理装置は、現像前の前処理を行う前処理槽及び現像処理を行う現像槽の
他に、水洗処理（流水あるいは循環水洗）を行う後洗浄槽、界面活性剤を含有する溶液に
よるリンス処理を行うリンス槽、不感脂化処理を行う不感脂化処理槽等を有してもよく、
また、これらの槽の機能を兼有する後処理槽を備えてもよい。
【００４６】
　また、本発明では、露光後の平版印刷版原版をそのまま印刷機に装着し、印刷機上で平
版印刷版に湿し水を供給して、この湿し水を用いて現像処理することも可能である。この
場合は、現像促進手段（超音波発生器及び／又は通電装置）は、湿し水に超音波及び／又
は電流を付与するように印刷機上に設置される。
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【００４７】
　この場合、超音波発生器は印刷機の水舟（湿し水バン）に、また通電装置の陽極は同じ
く水舟内か、水舟から印刷版に湿し水を供給する水付けローラーにいたるまでの任意のロ
ーラーを電極として使用することが出来る。
【００４８】
＜平版印刷版原版＞
　本発明の現像方式は、中性の現像液、好ましくは水を用いて現像可能な任意の平版印刷
版原版の現像処理に使用可能であるが、特に、熱可塑性粒子の熱融着、または、不飽和二
重結合を有する物質の熱架橋反応により画像形成を行うタイプの平版印刷版原版の現像に
好適に使用することができる。
【００４９】
　熱可塑性粒子の熱融着により画像を形成するタイプの平版印刷版原版には、例えば、熱
可塑性微粒子ポリマーを含む画像形成層を備えるものがあり、このタイプは、疎水性熱溶
融性樹脂微粒子が親水性高分子マトリックス中に分散され、露光時の熱により疎水性のポ
リマーが溶融し、互いに融着してポリマーによる疎水性領域、即ち、画像部を形成する。
疎水性熱溶融性樹脂微粒子（以下「微粒子ポリマー」という）は、微粒子ポリマー同士が
熱により溶融合体するものが好ましく、表面が親水性で、湿し水等の親水性成分に分散す
るものがより好ましい。
【００５０】
　微粒子ポリマーとしては、Ｒｅｓｅａｃｈ　Ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ　Ｎｏ．３３３０３
（１９９２年１月）、特開平９－１２３３８７号、同９－１３１８５０号、同９－１７１
２４９号、同９－１７１２５０号の各公報、欧州特許出願公開第９３１，６４７号明細書
等に記載されている熱可塑性微粒子ポリマーを好適なものとして挙げることができる。具
体例としては、エチレン、スチレン、塩化ビニル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル
、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、塩化ビニリデン、アクリロニトリル、ビニ
ルカルバゾール等のモノマーのホモポリマー若しくはコポリマー又はそれらの混合物を挙
げることができる。中でも、ポリスチレン、ポリメタクリル酸メチルを用いるのが好まし
い。
【００５１】
　親水性表面を有する微粒子ポリマーは、微粒子を構成するポリマー自体が親水性である
もの、ポリマーの主鎖又は側鎖にスルホン酸基、カルボン酸基等の親水性基を導入して親
水性を付与したもの等のポリマー自体が親水性であるもの；ポリビニルアルコール、ポリ
エチレングリコール等の親水性ポリマー、親水性オリゴマー又は親水性低分子化合物を、
微粒子ポリマー表面に吸着させて表面を親水性化したものを包含する。さらに微粒子ポリ
マーとして、反応性官能基を有する微粒子ポリマーがより好ましい。上記したような微粒
子ポリマーは、親水性高分子マトリックス中に分散させることで、機上現像する場合には
機上現像性が良好となり、更に画像形成層自体の皮膜強度も向上する。
【００５２】
　前記画像形成層には、光熱変換物質が添加される。光熱変換物質は、波長７００ｎｍ～
１２００ｎｍの赤外光を吸収する物質が好ましく、特に、そのような吸収帯を有する顔料
又は染料が好ましい。染料としては。具体的には、アゾ染料、金属錯塩アゾ染料、ピラゾ
ロンアゾ染料、ナフトキノン染料、アントラキノン染料、フタロシアニン染料、カルボニ
ウム染料、キノンイミン染料、メチン染料、シアニン染料、スクワリリウム色素、ピリリ
ウム塩、金属チオレート錯体（例えば、ニッケルチオレート錯体）等の染料を用いること
ができる。中でも、シアニン染料が好ましく、特開２００１－３０５７２２号公報の一般
式（Ｉ）で示されたシアニン染料、特開２００２－０７９７７２号の［００９６］～［０
１０３］で示されている化合物を挙げることができる。熱可塑性粒子の熱融着により画像
を形成するタイプの組成物中には、感度調節剤、焼出剤、染料等の化合物や塗布性を良化
するための界面活性剤を加えることが好ましく、詳しくは特開２００１－３０５７２２号
公報の［００５３］～［００５９］で示されている化合物が好ましい。
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【００５３】
　光熱変換物質としては、特に、下記式：
【００５４】
【化１】

【００５５】
【化２】

【００５６】
を有する染料が好ましい。
【００５７】
　光熱変換物質は、画像形成層に対し０．０１～５０質量％、好ましくは０．１～２０質
量％、特に好ましくは１～１０質量％の割合で画像形成層中に添加することができる。添
加量が０．０１質量％未満であると感度が低くなり、また５０質量％を越えると印刷時非
画像部に汚れが発生するおそれがある。これらの光熱変換物質は、１種のみを用いても良
いし、２種以上を併用しても良い。
【００５８】
　不飽和二重結合を有する物質の熱架橋反応により画像形成を行うタイプには、例えば、
上記の如き光熱変換物質、ラジカル発生剤、及び、少なくとも一個のエチレン性不飽和二
重結合を有するラジカル重合性化合物、並びに、任意にバインダーを含む画像形成層を備
える平版印刷版原版がある。
【００５９】
　ラジカル発生剤は、露光時に光熱変換物質から発生する熱によりラジカルを発生する。
ラジカル発生剤としては、オニウム塩、トリハロメチル基を有するトリアジン化合物、過
酸化物、アゾ系重合開始剤、アジド化合物、キノンジアジドなどが挙げられるが、オニウ
ム塩が高感度であり、好ましい。好ましいオニウム塩としては、ヨードニウム塩、ジアゾ
ニウム塩、スルホニウム塩が挙げられる。これらのオニウム塩は酸発生剤ではなく、ラジ
カル重合の開始剤として機能する。
【００６０】
　好適に用いられるオニウム塩としては、例えば、以下の、一般式（III）で示されるオ
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Ｎ－１］～［ＯＮ－５］）、及び一般式（Ｖ）で示されるオニウム塩（［ＯＳ－１］～［
ＯＳ－５］）が挙げられる。
【００６１】
【化３】

【００６２】
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【化６】

【００６５】
　ラジカル発生剤としてのオニウム塩としては、特に、ジフェニルヨードニウム誘導体が
好ましく、とりわけ、４－メトキシフェニル[４－（２－メチルプロピル）フェニル]ヨー
ドニウム）のヘキサフルオロリン酸塩が好ましい。
【００６６】
　本発明において用いられるオニウム塩は、極大吸収波長が４００ｎｍ以下であることが
好ましく、さらに３６０ｎｍ以下であることが好ましい。このように吸収波長を紫外線領
域にすることにより、平版印刷版原版を通常の照明下で取り扱うことができる。 
【００６７】
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　これらのオニウム塩は、画像形成層に対し０．１～５０質量％、好ましくは０．５～３
０質量％、特に好ましくは１～２０質量％の割合で画像形成層中に添加することができる
。添加量が０．１質量％未満であると感度が低くなり、また５０質量％を越えると印刷時
非画像部に汚れが発生するおそれがある。これらのオニウム塩は、１種のみを用いても良
いし、２種以上を併用しても良い。
【００６８】
　少なくとも一個のエチレン性不飽和二重結合を有するラジカル重合性化合物は、好まし
くは、末端エチレン性不飽和結合を少なくとも１個、好ましくは２個以上有する化合物か
ら選択される。このようなラジカル重合性化合物は当該技術分野において既知であり、本
発明においては特に制限されることなく選択して用いることができる。
【００６９】
　これらは、例えばモノマー、オリゴマー、ポリマー、またはそれらの混合物の形態で使
用されることができる。
【００７０】
　モノマーまたはオリゴマーの例としては、不飽和カルボン酸（例えば、アクリル酸、メ
タクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸）及びそのエステル
類、アミド類があげられ、好ましくは、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アルコール化合物
とのエステル、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アミン化合物とのアミド類が用いられる。
【００７１】
　また、ヒドロキシル基や、アミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カ
ルボン酸エステル、アミド類と単官能もしくは多官能イソシアネート類、エポキシ類との
付加反応物、単官能もしくは、多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も好適に使用さ
れる。
【００７２】
　また、イソシアナート基やエポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸エ
ステルまたはアミド類と、単官能もしくは多官能のアルコール類、アミン類およびチオー
ル類との付加反応物、さらに、ハロゲン基やトシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不
飽和カルボン酸エステルまたはアミド類と、単官能もしくは多官能のアルコール類、アミ
ン類およびチオール類との置換反応物も好適である。また、上記の不飽和カルボン酸の代
わりに、不飽和ホスホン酸、スチレン等に置き換えた化合物群を使用することもできる。
【００７３】
　脂肪族多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルであるラジカル重合性化
合物の具体例としては、アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート
、トリエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリコールメチルエーテルアク
リレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、テトラメチレングリコールジアクリ
レート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート
、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリ（アクリロイ
ルオキシプロピル）エーテル、トリメチロールエタントリアクリレート、ヘキサンジオー
ルジアクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジアクリレート、テトラエチレング
リコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレート、ペンタエリスリトール
トリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトール
ジアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトール
ヘキサアクリレート、ソルビトールトリアクリレート、ソルビトールテトラアクリレート
、ソルビトールペンタアクリレート、ソルビトールヘキサアクリレート、トリ（アクリロ
イルオキシエチル）イソシアヌレート、ポリエステルアクリレートオリゴマー等がある。
 
【００７４】
　メタクリル酸エステルとしては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、トリエ
チレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールメチルエーテルメタクリレ
ート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリ
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レート、トリメチロールエタントリメタクリレート、エチレングリコールジメタクリレー
ト、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ヘキサンジオールジメタクリレート、ペ
ンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペン
タエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリスリトールジメタクリレート、ジ
ペンタエリスリトールペンタメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレ
ート、ソルビトールトリメタクリレート、ソルビトールテトラメタクリレート、ビス〔ｐ
－（３－メタクリルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビ
ス－〔ｐ－（メタクリルオキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。 
【００７５】
　イタコン酸エステルとしては、エチレングリコールジイタコネート、プロピレングリコ
ールジイタコネート、１，３－ブタンジオールジイタコネート、１，４－ブタンジオール
ジイタコネート、テトラメチレングリコールジイタコネート、ペンタエリスリトールジイ
タコネート、ソルビトールテトライタコネート等がある。 
【００７６】
　クロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジクロトネート、テトラメチレング
リコールジクロトネート、ペンタエリスリトールジクロトネート、ソルビトールテトラジ
クロトネート等がある。 
【００７７】
　イソクロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジイソクロトネート、ペンタエ
リスリトールジイソクロトネート、ソルビトールテトライソクロトネート等がある。 
【００７８】
　マレイン酸エステルとしては、エチレングリコールジマレート、トリエチレングリコー
ルジマレート、ペンタエリスリトールジマレート、ソルビトールテトラマレート等がある
。
【００７９】
　その他のエステルの例として、例えば、特公昭４６－２７９２６、特公昭５１－４７３
３４、特開昭５７－１９６２３１記載の脂肪族アルコール系エステル類や、特開昭５９－
５２４０、特開昭５９－５２４１、特開平２－２２６１４９記載の芳香族系骨格を有する
もの、特開平１－１６５６１３記載のアミノ基を含有するもの等も好適に用いられる。
【００８０】
　また、脂肪族多価アミン化合物と不飽和カルボン酸とのアミドであるラジカル重合性化
合物の具体例としては、メチレンビス－アクリルアミド、メチレンビス－メタクリルアミ
ド、１，６－ヘキサメチレンビス－アクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－メタ
クリルアミド、ジエチレントリアミントリスアクリルアミド、キシリレンビスアクリルア
ミド、キシリレンビスメタクリルアミド等がある。その他の好ましいアミド系モノマーの
例としては、特公昭５４－２１７２６記載のシクロへキシレン構造を有すものをあげる事
ができる。
【００８１】
　また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加重合性化
合物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０８号公報
中に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化
合物に、ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＯＣＨ2ＣＨ（Ｒ2）ＯＨ（ただし、Ｒ1及びＲ2は、それぞ
れ独立して、Ｈ又はＣＨ3を示す）で示される水酸基を含有するビニルモノマーを付加さ
せた１分子中に２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙げられ
る。
【００８２】
　また、特開昭５１－３７１９３号、特公平２－３２２９３号、特公平２－１６７６５号
に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号、特公昭
５６－１７６５４号、特公昭６２－３９４１７、特公昭６２－３９４１８号記載のエチレ
ンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。
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【００８３】
　さらに、特開昭６３－２７７６５３、特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０５
２３８号に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有するラジカル重合性化
合物類を用いてもよい。また、特公昭４６－４３９４６号、特公平１－４０３３７号、特
公平１－４０３３６号記載の特定の不飽和化合物や、特開平２－２５４９３号記載のビニ
ルホスホン酸系化合物等もあげることができる。また、ある場合には、特開昭６１－２２
０４８号記載のペルフルオロアルキル基を含有する構造が好適に使用される。さらに日本
接着協会誌 vol. ２０、No. ７、３００～３０８ページ（１９８４年）に光硬化性モノマ
ーおよびオリゴマーとして紹介されているものも使用することができる。
【００８４】
　ポリマー型の少なくとも一個のエチレン性不飽和二重結合を有するラジカル重合性化合
物としては、上記のモノマーまたはオリゴマーの重合体の他に、例えば、特開昭４８－６
４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭５２－３０４９０号、各公報に記載され
ているようなポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸を反応さ
せたエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメタクリレートをあげることが
できる。
【００８５】
　更に、ポリマー型の少なくとも一個のエチレン性不飽和二重結合を有するラジカル重合
性化合物としては、例えば、アリル基及び／又は（メタ）アクリロイル基を側鎖に有する
メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体
、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等が好適である。
【００８６】
　上記ポリマーは、ランダムポリマー、ブロックポリマー、グラフトポリマー等いずれで
もよいが、ランダム又はグラフトポリマーであることが好ましい。特に、アクリル酸アリ
ル又はメタクリル酸アリルとスチレンとのコポリマーが好ましい。
【００８７】
　上記ポリマーは従来公知の方法により合成できる。合成する際に用いられる溶媒として
は、例えば、テトラヒドロフラン、エチレンジクロリド、シクロヘキサノン、メチルエチ
ルケトン、アセトン、メタノール、エタノール、エチレングリコールモノメチルエーテル
、エチレングリコールモノエチルエーテル、２－メトキシエチルアセテート、ジエチレン
グリコールジメチルエーテル、１－メトキシ－２－プロパノール、１－メトキシ－２－プ
ロピルアセテート、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ト
ルエン、酢酸エチル、乳酸メチル、乳酸エチル、ジメチルスルホキシド、水等が挙げられ
る。これらの溶媒は単独で又は２種以上混合して用いられる。 ポリマー合成用のラジカ
ル重合開始剤としては、アゾ系開始剤、過酸化物開始剤等公知の化合物が使用できる。
【００８８】
　ポリマーとしての少なくとも一個のエチレン性不飽和二重結合を有するラジカル重合性
化合物としては、特に、ポリエチレングリコールメチルエーテルメタクリレートと、スチ
レン、アクリロニトリル、アリルアクリレート、及び、アリルメタクリレートからなる群
から選択された１以上との共重合体、並びに、ポリイソシアネート化合物と、ヒドロキシ
エチルアクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレート、ペンタエリスリトールジアクリ
レート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、及び、ペンタエリスリトールテトラア
クリレートからなる群から選択された１以上との付加重合体が好ましい。
【００８９】
　上記のラジカル重合性化合物は、画像形成層に対し５～８０質量％、好ましくは１０～
７０質量％、特に好ましくは１５～６０質量％の割合で画像形成層中に添加することがで
きる。添加量が５質量％未満であると硬化が不十分となり、また８０質量％を越えると画
像形成層がべたつくおそれがある。これらのラジカル重合性化合物は、１種のみを用いて
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【００９０】
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　前記バインダーとしては、例えば、親水性セグメントを有する共重合体、ヒドロキシエ
チルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等のセルロース誘導体等が挙げられるが
、特に、ポリ（アルキレンオキサイド）単位を側鎖に有するグラフトポリマーが好ましい
。
ポリエチレングリコールモノメタクリレート、ポリエチレングリコールメチルエーテルメ
タクリレート、ポリエチレングリコールエチルエーテルメタクリレート、ポリエチレング
リコールブチルエーテルメタクリレート、ポリエチレングリコールモノアクリレート、ポ
リエチレングリコールメチルエーテルアクリレート、ポリエチレングリコールエチルエー
テルアクリレート、ポリエチレングリコールブチルエーテルアクリレート、ポリプロピレ
ングリコールモノメタクリレート、ポリプロピレングリコールメチルエーテルメタクリレ
ート、ポリプロピレングリコールエチルエーテルメタクリレート、ポリポロピレングリコ
ールブチルエーテルメタクリレート、ポリプロピレングリコールモノアクリレート、ポリ
プロピレングリコールメチルエーテルアクリレート、ポリプロピレングリコールエチルエ
ーテルアクリレート、ポリポロピレングリコールブチルエーテルアクリレート、ポリエチ
レンーコープロピレングリコールモノメタクリレート、ポリエチレンーコープロピレング
リコールメチルエーテルメタクリレート、ポリエチレンーコープロピレングリコールエチ
ルエーテルメタクリレート、ポリエチレンーコープロピレングリコールブチルエーテルメ
タクリレート、ポリエチレンーコープロピレングリコールモノアクリレート、ポリエチレ
ンーコープロピレングリコールメチルエーテルアクリレート、ポリエチレンーコープロピ
レングリコールエチルエーテルアクリレート、ポリエチレンーコープロピレングリコール
ブチルエーテルアクリレートの単独重合体、その他のモノマーとの共重合体が好ましい。
【００９１】
　前記バインダーの重量平均分子量については好ましくは５０００以上であり、さらに好
ましくは１万～３０万の範囲であり、数平均分子量については好ましくは１０００以上で
あり、さらに好ましくは２０００～２５万の範囲である。多分散度（重量平均分子量／数
平均分子量）は１以上が好ましく、さらに好ましくは１．１～１０の範囲である。 
【００９２】
　本発明で使用されるバインダーは単独で用いても混合して用いてもよい。バインダーは
画像形成層に対し２０～９５質量％、好ましくは３０～９０質量％の割合で画像形成層中
に添加される。添加量が２０質量％未満の場合は、画像形成した際、画像部の強度が不足
するおそれがある。また添加量が９５質量％を越える場合は、画像形成されないおそれが
ある。また上記のラジカル重合性化合物とバインダーの配合比は、重量比で１／９～７／
３の範囲とするのが好ましい。
【００９３】
　画像形成層には、必要に応じて焼出剤、熱重合防止剤、高級脂肪酸誘導体、可塑剤等の
化合物や塗布性を良化するための界面活性剤を加えることが好ましく、詳しくは特開２０
０２－０７９７７２号公報の［０１１０］～［０１１３］で示されている化合物が好まし
い。
【００９４】
　これらの平版印刷版原版は、基板上に、画像形成層の成分を含む溶液を塗布することに
より形成することができる。
【００９５】
　ここで使用する溶媒としては、水、並びに、エチレンジクロライド、シクロヘキサノン
、メチルエチルケトン、メタノール、エタノール、プロパノール、エチレングリコールモ
ノメチルエーテル、１－メトキシ－２－プロパノール、２－メトキシエチルアセテート、
１－メトキシ－２－プロピルアセテート、ジメトキシエタン、乳酸メチル、乳酸エチル、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、テトラメチルウレア、
Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、スルホラン、γ－ブチロラクトン、トル
エン等の有機溶媒、或いは、水とこれらの有機溶媒との混合物を挙げることができる。こ
れらの溶媒は単独あるいは混合して使用される。溶媒中の画像形成層成分（添加剤を含む
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全固形分）の濃度は、好ましくは１～５０質量％である。
【００９６】
　また上記溶液の塗布量（固形分）は、用途によって異なるが、平版印刷版原版について
いえば一般的に０．５～５．０ｇ／ｍ２が好ましい。塗布量が少なくなるにつれて、見か
けの感度は大になるが、画像形成層の皮膜特性は低下する。基板上に塗布された溶液の乾
燥は、通常、常温で行われる。短時間で乾燥させるために、３０～１５０℃で１０秒～１
０分間、温風乾燥機、赤外線乾燥機等を用いて乾燥を行ってもよい。
【００９７】
　塗布する方法としては、種々の方法を用いることができるが、例えば、ロールコーティ
ング、ディップコーティング、エアナイフコーティング、グラビアコーティング、グラビ
アオフセットコーティング、ホッパーコーティング、ブレードコーティング、ワイヤドク
ターコーティング、スプレーコーティング等の方法が用いられる。
【００９８】
　基板上には、前記画像形成層に加えて、任意に、下地層、オーバーコート層、バックコ
ート層などの他の層を適宜設けることもできる。バックコート層としては、特開平５－４
５８８５号公報記載の有機高分子化合物及び特開平６－３５１７４号公報記載の有機又は
無機金属化合物を加水分解及び重縮合させて得られる金属酸化物からなる被覆層が好まし
く用いられる。これらの被覆層のうち、Ｓｉ（ＯＣＨ３）４Ｓｉ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｓｉ
（ＯＣ３Ｈ７）４、Ｓｉ（ＯＣ４Ｈ９）４などの珪素のアルコキシ化合物が安価で入手し
易く、それから与られる金属酸化物の被覆層が耐現像性に優れており特に好ましい。
【００９９】
　平版印刷版原版の基板としては、必要な強度、耐久性、可撓性などの特性を有するもの
であれば、任意のものを使用することができる。
【０１００】
　基板としては、例えば、アルミニウム、亜鉛、銅、ステンレス、鉄等の金属板；ポリエ
チレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリビニルアセタール、ポリエチレン等のプ
ラスチックフィルム；合成樹脂を溶融塗布あるいは合成樹脂溶液を塗布した紙、プラスチ
ックフィルムに金属層を真空蒸着、ラミネート等の技術により設けた複合材料；その他印
刷版の基板として使用されている材料が挙げられる。これらのうち、特にアルミニウムお
よびアルミニウムが被覆された複合基板の使用が好ましい。
【０１０１】
　アルミニウム基板の表面は、保水性を高め、画像形成層との密着性を向上させる目的で
表面処理されていることが望ましい。そのような表面処理としては、例えば、ブラシ研磨
法、ボール研磨法、電解エッチング、化学的エッチング、液体ホーニング、サンドブラス
ト等の粗面化処理、およびこれらの組み合わせが挙げられる。これらの中でも、特に電解
エッチングの使用を含む粗面化処理が好ましい。
【０１０２】
　電解エッチングの際に用いられる電解浴としては、酸、アルカリまたはそれらの塩を含
む水溶液あるいは有機溶剤を含む水性溶液が用いられる。これらの中でも、特に、塩酸、
硝酸、またはそれらの塩を含む電解液が好ましい。
【０１０３】
　さらに、粗面化処理の施されたアルミニウム基板は、必要に応じて酸またはアルカリの
水溶液にてデスマット処理される。このようにして得られたアルミニウム基板は、陽極酸
化処理されることが望ましい。特に、硫酸またはリン酸を含む浴で処理する陽極酸化処理
が望ましい。
【０１０４】
　また、粗面化処理（砂目立て処理）および陽極酸化処理後、親水化処理が施されたアル
ミニウム基板も好ましい。親水化処理としては、熱水、および無機塩または有機塩を含む
熱水溶液へのアルミニウム基板の浸漬、または水蒸気浴等による封孔処理、ケイ酸塩処理
（ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウム）、フッ化ジルコニウム酸カリウム処理、ホスホモ
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リブデート処理、アルキルチタネート処理、ポリアクリル酸処理、ポリビニルスルホン酸
処理、ポリビニルホスホン酸処理、フィチン酸処理、親水性有機高分子化合物と２価の金
属との塩による処理、スルホン酸基を有する水溶性重合体の下塗りによる親水化処理、酸
性染料による着色処理、シリケート電着等の処理を行うことができる。
【０１０５】
　以上のようにして、本発明の現像処理を受ける平版印刷版原版を作製することができる
。
【０１０６】
＜露光＞
　本発明の平版印刷版原版は、それぞれの画像形成層の特性に応じて、現像前に画像様露
光を受ける。具体的な露光手段としては、例えば、赤外線レーザー、紫外線ランプ、可視
光線などによる光照射、γ 線などの電子線照射、サーマルヘッド、ヒートロール、非接
触式ヒータや熱風等を用いた加熱ゾーンの利用などによる熱的なエネルギー付与などが適
用可能である。特に、本発明の平版印刷版原版は、コンピュータ等からのデジタル画像情
報を基に、レーザーを使用して直接版上に画像書き込みができる、いわゆるコンピュータ
・トゥ・プレート（ＣＴＰ）版として使用できる。
【０１０７】
　本発明の平版印刷版原版の露光用レーザーの光源としては、近赤外から赤外領域に最大
強度を有する高出力レーザーが最も好ましく用いられる。このような近赤外から赤外領域
に最大強度を有する高出力レーザーとしては、７６０ｎｍ～３０００ｎｍの近赤外から赤
外領域に最大強度を有する各種レーザー、例えば、半導体レーザー、ＹＡＧレーザー等が
挙げられる。
【０１０８】
＜後処理＞
　現像を終えた平版印刷版は、必要に応じて、上記後処理槽において水洗及び／又は水系
の不感脂化剤による処理が施される。水系の不感脂化剤としては、例えば、アラビアゴム
、デキストリン、カルボキシメチルセルロースの如き水溶性天然高分子；ポリビニルアル
コール、ポリビニルピロリドン、ポリアクリル酸の如き水溶性合成高分子、などの水溶液
が挙げられる。必要に応じて、これらの水系の不感脂化剤に、酸や界面活性剤等が加えら
れる。不感脂化剤による処理が施された後、平版印刷版は乾燥され、印刷刷版として印刷
に使用される。
【０１０９】
　また、現像後、加熱処理を行うことで、強固な画像を得ることができる。加熱処理は、
通常７０℃～３００℃の範囲が好ましく、好適な加熱時間は、加熱温度との兼ね合いで決
まるが、１０秒～３０分程度である。
【実施例】
【０１１０】
　以下、実施例を用いて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例の範囲
に限定されるものではない。
【０１１１】
[グラフトコポリマー１の合成]
　５４ｇのｎ－プロパノールと１６ｇの脱イオン水との混合物が２５０ｍｌ容量のフラス
コに導入され、撹拌されつつ７０℃に加熱され、更に、窒素ガスによりフラスコ内の雰囲
気が置換された。
【０１１２】
　５４ｇのｎ－プロパノール、１６ｇの脱イオン水、１０ｇのポリエチレングリコールメ
チルエーテルメタクリレート（５０％水溶液、平均Ｍｎ＝２０８０（計算値）アルドリッ
チ社製）、４．５ｇのスチレン、４０．５ｇのアクリロニトリル、０．３２ｇのアゾビス
イソブチロニトリル（Vazo-64、デュポン社製）の混合物が別のビーカー中で調製され、
上記のフラスコへ３０分かけて滴下された。約２．５時間後、０．１６ｇのアゾビスイソ
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固形分を含む溶液としてポリマー（グラフトコポリマー１）が得られた。
【０１１３】
[グラフトコポリマー２の合成]
　３８４．１ｇの２－ブタノン及び４．２５ｇのポリエチレングリコールメチルエーテル
メタクリレート（５０％水溶液、ＭＷ＝２０００、アルドリッチ社製）が１リットル容量
の四首フラスコに窒素雰囲気下で導入され、８０℃に加熱された。３８．０ｇのアリルメ
タクリレートと０．３ｇのアゾビスイソブチロニトリル（Vazo-64、デュポン社製）との
予備混合物が８０℃で９０分かけて添加された。添加完了後、更に０．１３ｇのアゾビス
イソブチロニトリル（Vazo-64、デュポン社製）が添加された。その後、０．１３ｇの０
．１３ｇのアゾビスイソブチロニトリル（Vazo-64、デュポン社製）が２回添加された。
不揮発分に基づく重合転嫁率は９０％であった。
【０１１４】
[平版印刷版原版の作製]
　電解研磨・硫酸陽極酸化処理され、かつＶＰＡ／ＰＥＧＭＡコポリマーにより後処理さ
れたアルミニウム基板にワイヤロッドを用いて下記表１の組成を有する感光液を塗布し、
１００℃にて９０秒乾燥を行い１．５ｇ／ｍ２の乾燥重量の感光層を有する平版印刷版原
版を作製した。
【０１１５】
【表１】

【０１１６】
１ウレタンアクリレート：DESMODUR N100（ヘキサメチレンジイソシアネート系脂肪族ポ
リイソシアネート樹脂、バイエル社製）とヒドロキシエチルアクリレート及びペンタエリ
スリトールトリアクリレートとの反応により調製された８０重量％の２－ブタノン溶液
２グラフトコポリマー１：ｎ－プロパノール／水（８０／２０）中の２１％分散液
３グラフトコポリマー２：１０重量％の２－ブタノン溶液
４Irgacure250：ジフェニルヨードニウム誘導体（４－メトキシフェニル[４－（２－メチ
ルプロピル）フェニル]ヨードニウム）のヘキサフルオロリン酸塩の７５％プロピレンカ
ーボネート溶液（チバガイギー社製）
５IR absorbing dye A：下記化学構造を有する赤外線吸収性色素（コダック社製）
【０１１７】
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【化７】

【０１１８】
６Mercapto-3-triazole：３－メルカプト－１Ｈ，１，２，４－トリアゾール（PCAS社製
）
７BYK-336：ポリエーテル変性ジメチルポリシロキサンコポリマー（Byk Chemie社製）の
２５％キシレン／メトキシプロピルアセテート溶液
８：Klucel M：２％水溶液として使用されるヒドロキシプロピルセルロース（Hercules社
製）
【０１１９】
［実施例１］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１２０】
　次に、露光済み平版印刷版原版は、超音波発生器が水中に取り付けられたソニファイヤ
ー４５０Ｄ（周波数２０KHz、最大４００W、ブランソン社製）によって処理された。平版
印刷版原版は３０秒間水中に浸漬された。
【０１２１】
　出力コントローラーのダイヤルは最小の１（最大は１０）にセットされた。このときの
出力強度が５０％だったことから、超音波発生器の実際の出力は２５Ｗであった。超音波
処理後、平版印刷版原版は水で洗浄された。
【０１２２】
［実施例２］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１２３】
　次に、露光済み平版印刷版原版は、超音波発生器が水中に取り付けられたソニファイヤ
ー４５０Ｄ（周波数２０KHz、最大４００W、ブランソン社製）によって処理された。平版
印刷版原版は３０秒間水中に浸漬された。
【０１２４】
　出力コントローラーのダイヤルは４（最大は１０）にセットされた。このときの出力強
度が４０％だったことから、超音波発生器の実際の出力は６５Ｗであった。超音波処理後
平版印刷版原版は水で洗浄された。
【０１２５】
［実施例３］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１２６】
　次に、露光済み平版印刷版原版は超音波発生器が水中に取り付けられたソニファイヤー
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４５０Ｄ（周波数２０KHz、最大４００W、ブランソン社製）によって処理された。平版印
刷版原版は３０秒間水中に浸漬された。
【０１２７】
　出力コントローラーのダイヤルは４（最大は１０）にセットされた。このときの出力強
度が４０％だったことから、超音波発生器の実際の出力は６５Ｗであった。超音波処理後
、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて処理された。自動現像機PK-91
0の現像槽は水で充填され、平版印刷版原版は現像槽内を進行後、第１及び第２リンス槽
を経ることなく回収された。
【０１２８】
［実施例４］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１２９】
　次に、印刷版原版１は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、メ
トリクス社製）を接続した電気分解装置（図１）によって３０秒間処理された。供給電圧
・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図１に示すように、平版印刷版原版は陰
極に接続され、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に浸漬された。平版印刷版原版の
感光層は陽極に対向する位置とされた。上記処理後、平版印刷版原版は水で洗浄された。
【０１３０】
［実施例５］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１３１】
　次に、露光済み平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４
．５Ａ、メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図１）によって３０秒間処理された
。供給電圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図１に示すように、平版印刷
版原版は陰極に接続され、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に浸漬された。平版印
刷版原版の感光層は陽極に対向する位置とされた。上記処理後、平版印刷版原版は水で洗
浄された。その後、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて処理された
。自動現像機PK-910の現像槽は水で充填され、平版印刷版原版は現像槽内を進行後、第１
及び第２リンス槽を経ることなく、回収された。
【０１３２】
［実施例６］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１３３】
　次に、印刷版原版１は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、メ
トリクス社製）を接続した電気分解装置（図２）によって３０秒間処理された。供給電圧
・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図２に示すように、平版印刷版原版は陽
極に接続され、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に浸漬された。平版印刷版原版の
感光層は陰極に対向する位置とされた。上記処理後、平版印刷版原版は水で洗浄された。
【０１３４】
［実施例７］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１３５】
　次に、平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、
メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図２）によって３０秒間処理された。供給電
圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図２に示すように、平版印刷版原版は
陽極に接続され、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に浸漬された。平版印刷版原版
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の感光層は陰極に対向する位置とされた。上記処理後、平版印刷版原版は水で洗浄された
。その後、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて処理された。自動現
像機PK-910の現像槽は水で充填され、平版印刷版原版は現像槽内を進行後、第１及び第２
リンス槽を経ることなく、回収された。
【０１３６】
［実施例８］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１３７】
　次に、平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、
メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図３）によって３０秒間処理された。供給電
圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図３に示すように、平版印刷版原版は
陰極に接触しないように陰極近傍にセットされ、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水
に浸漬された。平版印刷版原版の感光層は陽極に対向する位置とされた。上記処理後、印
刷版は水で洗浄された。
【０１３８】
［実施例９］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１３９】
　次に、平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、
メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図３）によって３０秒間処理された。供給電
圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図３に示すように、平版印刷版原版は
陰極に接触しないように陰極近傍にセットされ、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水
に浸漬された。平版印刷版原版の感光層は陽極に対向する位置とされた。上記処理後、印
刷版は水で洗浄された。その後、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製）を用い
て処理された。自動現像機PK-910の現像槽は水で充填され、平版印刷版原版は現像槽内を
進行後、第１及び第２リンス槽を経ることなく、回収された。
【０１４０】
［実施例１０］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１４１】
　次に、平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、
メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図４）によって３０秒間処理された。供給電
圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図４に示すように、平版印刷版原版は
陽極に接触しないように陽極近傍にセットされ、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水
に浸漬された。平版印刷版原版の感光層は陰極に対向する位置とされた。上記処理後、平
版印刷版は水で洗浄された。
【０１４２】
［実施例１１］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１４３】
　次に、平版印刷版原版は定電圧定電流装置モデル５２２２Ｂ（最大１８Ｖ、４．５Ａ、
メトリクス社製）を接続した電気分解装置（図４）によって３０秒間処理された。供給電
圧・電流はそれぞれ１８Ｖ及び０．５Ａであった。図４に示すように、平版印刷版原版は
陽極に接触しないように陽極近傍にセットされ、２．５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水
に浸漬された。平版印刷版原版の感光層は陰極に対向する位置とされた。上記処理後、平
版印刷版原版は水で洗浄された。その後、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製
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）を用いて処理された。自動現像機PK-910の現像槽は水で充填され、平版印刷版原版は現
像槽内を進行後、第１及び第２リンス槽を経ることなく、回収された。
【０１４４】
［比較例１］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。露光済み平版印刷版原版を２．
５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に３０秒浸漬した。この後、平版印刷版原版は水で洗
浄された。
【０１４５】
［比較例２］
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。露光済み平版印刷版原版を２．
５ｇ／ｌ（ＮａＣｌ／水）の食塩水に３０秒浸漬した。上記処理後、平版印刷版原版は水
で洗浄された。この後、平版印刷版原版は自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて処理さ
れた。自動現像機PK-910の現像槽は水で充填され、得られた印刷版は現像槽内を進行後、
第１及び第２リンス槽を経ることなく、回収された。
【０１４６】
　実施例１～１１及び比較例１～２の洗浄後又は現像後の印刷版表面の状態を目視にて評
価した。結果を表２に示す。
【０１４７】
【表２】

【０１４８】
備考
Ａ：非画像部がクリア
Ｂ：非画像部の一部がクリアでない
Ｃ：非画像部の半分がクリアでない
Ｄ：ほぼ変化がない
Ｅ：変化がない
scu：現像かす生成傾向あり
【０１４９】
　これらの結果から、超音波及び通電処理（特に陰極に平版印刷版原版を接続した場合）
が何らの問題なく現像を補助することが分かる。なお、平版印刷版原版を電極に接続する
必要はなく、電極近傍に設置（特に陽極近傍に平版印刷版原版を設置した場合）すること
により、実質的に通電処理を実施することが可能である。
【０１５０】
［実施例１２］
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　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2

 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１５１】
　次に、ソニファイヤー４５０Ｄ（周波数２０KHz、最大４００W、ブランソン社製）の超
音波発生器を取り付けた自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて、露光済み平版印刷版原
版の現像処理を行った。現像槽には水を充填し、現像時間を３０秒に設定した。出力コン
トローラーは最小の１にセットされた。このときの出力強度が５０％だったことから、超
音波発生器の出力は２５Ｗであった。キャビテーションノイズが若干聞こえた。
【０１５２】
[実施例１３]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2 
に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１５３】
　次に、ソニファイヤー４５０Ｄ（周波数２０KHｚ、最大４００W、ブランソン社製）の
超音波発生器を取り付けた自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて、露光済み平版印刷版
原版の現像処理を行った。現像槽には水を充填し、現像時間を３０秒に設定した。出力コ
ントローラーは４にセットされた。このときの出力強度が４０％だったことから、超音波
発生器の出力は６５Ｗであった。キャビテーションノイズが多少大きく聞こえた。
【０１５４】
[実施例１４]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2 
に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１５５】
　次に、アースを施した導電ブラシ及び浮き蓋を現像槽に備えた自動現像機PK-910（KPG
社製）を用いて現像処理を行った。定電圧定電流装置モデル５２２２B（最大１８V、４．
５A、メトリクス社製）の陰極を導電ブラシへ、陽極を浮き蓋へそれぞれ接続した。電圧
量・電流量はそれぞれ１８V、０．５A に設定し、電気抵抗を下げるため、現像槽には食
塩を５６．２５ｇ（２．５ｇ／ｌ）添加した水を充填した。現像時間は３０秒に設定した
。現像時に版面から気泡が発生するのが確認できた。
【０１５６】
[実施例１５]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2 
に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版を露光した。
【０１５７】
　次に、アースを施した導電ブラシ及び浮き蓋を現像槽に備えた自動現像機PK-910（KPG
社製）を用いて現像処理を行った。定電圧定電流装置モデル５２２２B（最大１８V、４．
５A、メトリクス社製）の陽極を導電ブラシへ、陰極を浮き蓋へそれぞれ接続した。電圧
量・電流量はそれぞれ１８V、０．５A に設定し、電気抵抗を下げるため、現像槽には食
塩を５６．２５ｇ（２．５ｇ／ｌ）添加した水を充填した。現像時間は３０秒に設定した
。現像時に浮き蓋電極から気泡が発生するのが確認できた。
【０１５８】
[実施例１６]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2 
に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版に露光処理を行った。
【０１５９】
　次に、現像槽に浮き蓋を備えた自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて現像処理を行っ
た。定電圧定電流装置モデル５２２２B（最大１８V、４．５A、メトリクス社製）の陰極
を現像槽底部へ、陽極を浮き蓋へそれぞれ接続した。電圧量・電流量はそれぞれ１８V、
０．５A に設定し、電気抵抗を下げるため、現像槽には食塩を５６．２５ｇ（２．５ｇ／
ｌ）添加した水を充填した。現像時間は３０秒に設定した。現像時に浮き蓋電極から気泡
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が発生するのが確認できた。
【０１６０】
[実施例１７]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2 
に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版に露光処理を行った。
【０１６１】
　次に、現像槽に浮き蓋を備えた自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて現像処理を行っ
た。定電圧定電流装置モデル５２２２B（最大１８V、４．５A、メトリクス社製）の陽極
を現像槽底部へ、陰極を浮き蓋へそれぞれ接続した。電圧量・電流量はそれぞれ１８V、
０．５A に設定し、電気抵抗を下げるため、現像槽には食塩を５６．２５ｇ（２．５ｇ／
ｌ）添加した水を充填した。現像時間は３０秒に設定した。現像時に現像槽底部電極と版
面から気泡が発生するのが確認できた。
【０１６２】
[比較例３]
　トレンドセッター３２４４（クレオ社製）を用いて、１０W、９０回転（２５０ｍJ/cm2
 に相当）の条件下、上記の平版印刷版原版に露光処理を行った。
【０１６３】
　自動現像機PK-910（KPG社製）を用いて現像処理を行った。現像時間は３０秒に設定し
現像処理を行った。
【０１６４】
　実施例１２～１７及び比較例３において得られた印刷版の現像状態を目視にて確認した
。結果を表３に示す。
【０１６５】
【表３】

【０１６６】
備考
Ａ：完全に現像完了
Ｂ：僅かに現像不良
Ｃ：ところどころ現像不良。また、モルトンローラの跡も観察される
Ｄ：部分的に現像完了。モルトンローラの跡が目立つ
scu：現像かす生成傾向あり
【０１６７】
　この実験結果から、超音波処理もしくは電気処理を併用することで、モルトンローラー
の摩擦による現像では困難であった水現像処理が可能となる事が分かった。
【０１６８】
[印刷試験]
　実施例１２－１５及び比較例３で得られた水現像済みの印刷版を用いて、印刷試験を行
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、感光層の除去を行った。
【０１６９】
　具体的には、大日本インキ社製バリウスG 紅N グレードを使用し、湿し水は大日本イン
キ社製NA-108W１％、IPA１％、紙は王子製紙製コート紙44,5kg を用いて、ローランドR-2
00 印刷機で30000 枚印刷を行い印刷性能の評価を行った。耐刷性は30000 枚印刷後の印
刷版上の感光層の外観から目視にて判断した。インキ汚れ性は印刷開始後に非画線部のイ
ンキ汚れの発生具合をみた。結果を表４に示す。
【０１７０】
【表４】

【０１７１】
　この実験結果から、超音波処理又は通電処理を併用することで、モルトンローラーの摩
擦による現像では困難であった水現像処理が可能となり、印刷特性に影響が出ない事が分
かった。
【図面の簡単な説明】
【０１７２】
【図１】実施例４及び５における平版印刷版原版の通電処理の概略を表す概念図
【図２】実施例６及び７における平版印刷版原版の通電処理の概略を表す概念図
【図３】実施例８及び９における平版印刷版原版の通電処理の概略を表す概念図
【図４】実施例１０及び１１における平版印刷版原版の通電処理の概略を表す概念図
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